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報告 

 

(1) 鹿児島地区合併協議会の会長の職務代理について 

 

 鹿児島地区合併協議会規約第８条の規定に基づき、次のとおり指名したので報告する。 

 

 会長の職務代理 

 松元町長 四元泰盛 

 

 

  平成１５年２月１４日 

                 鹿児島地区合併協議会会長 赤 崎 義 則 
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第９号議案 

 

   合併の期日について  

 

 合併の期日を次のとおり決定することについて、協議を求める。 

 

 合併の期日は、平成１６年１１月１日を目標とする。 

 

 

  平成１５年２月１４日提出 

                  鹿児島地区合併協議会会長 赤 崎 義 則 
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〔 参 考 〕 

 

 

１ 合併の期日を決定することの意義 

(1) 合併協議を着実に進めていくための目標を設定することになる。 

(2) 市町村建設計画の期間の始期を明確にすることになる。 

 

２ 合併の期日を決定するにあたっての留意点 

(1) 市町村の合併の特例に関する法律の有効期限を考慮すること。 

  ・ 合併するとすれば、市町村の合併の特例に関する法律に基づく各種の財政支援措置を

受けることが望ましく、そのためには、同法の期限である平成１７年３月３１日までに

合併する必要がある。 

  ・ このことについては、平成１４年９月６日に開催された１市５町の首長の会で確認が

なされている。 

(2) 合併の手続に要する期間を考慮すること。 

  ・ 合併するためには、合併協定書の調印後、１市５町の各議会において合併議案の議決

が行われてから、県知事への合併申請、県議会における議決、県知事の合併の決定、総

務大臣への届出、総務大臣の告示など、様々な手続が定められており、相当の期間を要

することから、この点を十分考慮して、合併の期日を定める必要がある。 

  ・ 平成１６年早々に合併協定書の調印を行えば、その後の手続に要する期間を考慮する

と、合併の期日は平成１６年１０月以降となる。 

(3) 合併後の市の予算編成に要する期間を考慮すること。 

  ・ 合併後の市が速やかに一体性の確立を図るためには、市町村建設計画に基づく各種事

業の執行に要する予算を早期に編成する必要がある。 

  ・ 平成１７年度当初予算を合併後の市の本格予算として編成するとすれば、予算編成に

要する期間を考慮して、合併の期日は平成１６年中とすることが適当である。 

(4) 合併と同時に住民サービスが滞りなく行えるよう、合併準備作業の期間を考慮するとと

もに、会計処理や電算システムの移行等に、できるだけ支障の少ない時期を想定すること。 

  ・ 電算システムの統合や条例・規則の改正など合併準備作業に要する期間を考慮する必

要がある。 

  ・ 年度末を合併の期日とした場合、合併による５町の決算処理は出納整理期間がないこ

とから、これに伴う事務処理と通常の収入・支出が一時に重なるため、会計処理が極め

て輻輳することになる。 

  ・ 合併の前日まで現行の電算システムを稼動しながら、合併の期日から統合した新シス

テムに移行するためには、休日を利用して移行・検証作業を行うことが適当である。 

 (5) 首長の任期を考慮すること。 

 

３ 資料 

(1) 合併の手続の概要（資料１） 

(2) 合併の期日の事例（資料２） 
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〔 資 料 １ 〕 

 

合併の手続の概要 
 

目標時期（案）  １市５町 県知事 総務大臣 

合

併

協

議

会

の

設

置

及

び

協

議 

合

併

の

申

請

及

び

処

分 

 

 

合

併

後 

 

 

 

 

 

 

 

鹿児島地区合併協議会の設置 

合併に係る

協議 

申請書の受理 

県議会の議決 

合併の決定 届 出 

協 議 

告 示 

報告の受理 

報告の受理 

平成１５年 １月 

平成１６年 ２月 

平成１６年 ６月 

合併の施行 

平成１６年 ９月 

平成１６年１１月 

新年度予算の議決 平成１７年 ３月 

（合併特例法期限） 

合併準備作業 

平成１６年 早々 

市町村建設計画

に係る協議 

回 答 

市町村建設計画

の作成 

合併の申請書の作成 

協議終了（合併協定書の調印） 

合併に伴う関連

議案の議決 

合併議案の提出 

合併の効力発生 

新年度予算の編成 

合併議案の議決 



   - ５ - 

〔 資 料 ２ 〕 

 

合併の期日の事例 
 

１ 平成５年以降に合併した先行事例 

 

２ 県外における合併協議の事例 

（注）鳥取東部地域については、３協議会（鳥取市・国府町・福部村合併協議会、鳥取市・河

原町・用瀬町・佐治村合併協議会、鳥取市・鹿野町・気高町・青谷町合併協議会）が合同

で合併協議を行っている。 

 

３ 県内における合併協議の事例 

（注）川西薩地区及び日置地区の合併期日については、今後法定合併協議会で具体的な期日を

提案予定。 

合併期日 
合併後の 

市の名称 

合併関係 

市町村数 
合併方式 

法定合併協議会 

設 置 期 日 

平成 5 年 7 月 1 日（木） 飯 田 市 １市１町 編  入 昭和 63 年 7 月 1 日 

平成 6 年 11 月 1 日（火） ひたちなか市 ２市 新  設 平成 6 年 2 月 15 日 

平成 7 年 9 月 1 日（金） あ きる野市 １市１町 新  設 平成 6 年 9 月 28 日 

平成 11 年 4 月 1 日（木） 篠 山 市 ４町 新  設 平成 9 年 4 月 1 日 

平成 13 年 1 月 1 日（月） 新 潟 市 １市１町 編  入 平成 12 年 1 月 19 日 

平成 13 年 1 月 21 日（日） 西 東 京 市 ２市 新  設 平成 11 年 10 月 11 日 

平成 13 年 4 月 1 日（火） 潮 来 市 ２町 編  入 平成 11 年 8 月 23 日 

平成 13 年 5 月 1 日（火） さ いたま市 ３市 新  設 平成 12 年 4 月 29 日 

平成 13 年 11 月 15 日（木） 大 船 渡 市 １市１町 編  入 平成 13 年 7 月 19 日 

平成 14 年 4 月 1 日（月） さ ぬ き 市 ５町 新  設 平成 12 年 4 月 1 日 

平成 14 年 11 月 1 日（金） つ く ば 市 １市１町 編  入 昭和 63 年 2 月 8 日 

平成 15 年 2 月 3 日（月） 福 山 市 １市２町 編  入 平成 14 年 1 月 21 日 

合併期日 協議会の名称 
合併関係 

市町村数 
合併方式 

法定合併協議会 

設 置 期 日 

平成 16 年 10 月 1 日（金） 鳥取東部地域 

（注）参照 

１市６町 

２村 

編  入 平成 14 年 11 月 15 日 

平成 16 年 11 月 1 日（月） 島原地域一市五

町合併協議会 

１市５町 

(島原市他) 

新  設 平成 14 年 7 月 1 日 

平成 17 年 1 月 4 日（火） 長崎地域合併協

議会 

１市５町 

(長崎市他) 

編  入 平成 14 年 10 月 1 日 

合併期日 協議会の名称 
合併関係 

市町村数 
合併方式 

法定合併協議会 

設 置 期 日 

平成 16 年 10 月（目標） 

※任意合併協議会で確認 

川西薩地区法定

合併協議会 

２市４町 

３村 

未  定 平成 14 年 12 月 25 日 

平成 16 年 10 月（目標） 

※任意合併協議会で確認 

日置合併協議会 ６町 未  定 平成 15 年 1 月 21 日 
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第１０号議案 

 

   市町村建設計画の原案策定方針について 

 

 鹿児島地区合併協議会規約第３条第２号に規定する市町村建設計画の原案策定方

針を次のとおり定めることについて、協議を求める。 

 

 市町村建設計画の原案策定方針は、別紙のとおりとする。 

 

   

平成１５年２月１４日提出 

               鹿児島地区合併協議会会長 赤 崎 義 則 
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（別紙） 

市町村建設計画原案策定方針 

 

１ 計画策定の趣旨 

この計画においては、吉田町、桜島町、喜入町、松元町及び郡山町の各総合振興

計画を継承するとともに、「第四次鹿児島市総合計画」を踏まえ、鹿児島市、吉田

町、桜島町、喜入町、松元町及び郡山町（以下「１市５町」という。）の合併後の

まちづくりの基本方針を定め、総合的なまちづくり計画を策定する。これにより、

１市５町の速やかな一体化を促進し、住民福祉の向上と地域の発展を図る具体的な

まちづくりの方向を示すものとする。 

２ 計画策定の指針 

(1) １市５町の合併後のまちづくりに関する事業については、必要性、緊急性、

優先性、有効性、地域性などを十分に検討して選定する。 

(2) 地方交付税、国庫補助金、地方債などの依存財源を過大に見積もらず、健全

財政を堅持する観点に立つ堅実な財政計画に基づくものとする。 

(3) ハード面の整備に止まることなく、ソフト面にも配慮するものとする。 

(4) 公共施設等の統合整備については、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう

十分配慮し、地域性や地域バランス、更には財政事情を考慮しながら逐次実施

するものとする。 

(5) 計画の実施を通して、地域住民の生活水準・文化水準を高めるという計画の

役割を果たすとともに、併せて行政の組織及び運営の合理化を図るものとする。 

３ 計画内容 

 (1)  計画の対象となる地域 

１市５町の地域とする。 

 (2)  計画の構成 

まちづくり計画及び財政計画を中心として構成する。 

 (3)  計画の期間 

合併施行の日からおおむね１０か年とする。 

 (4)  総合計画及び総合振興計画との整合 

１市５町の総合計画及び総合振興計画の基本構想、基本計画等に基づき、ま

ちづくりの基本方針を作成し、具体的な施策については、１市５町の基本計画、

実施計画等を基に、合併により必要となる施策や一体的に継続して実施する施

策を選定するものとする。 
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(5)  まちづくり計画 

  ① 対象事業の範囲 

対象事業は、合併後のまちづくりの基本となるものとし、鹿児島県が事業主

体となるものを含むものとする。 

  ② 対象事業の選定基準等 

(ｱ) １市５町の総合計画又は総合振興計画の中に定められていること及び高

い事業効果があること。 

(ｲ) 合併に伴う効果が最大限に発揮される新たな視点に立ったまちづくりの

推進に大きく寄与する事業であること。 

(ｳ) 「第四次鹿児島広域市町村圏計画」に位置付けられた事業等、地域の一体

的発展につながる重要な事業であること。 

(ｴ) 鹿児島県の「２１世紀新かごしま総合計画」と整合性が図られる事業であ

ること。 

(ｵ) 公共施設等の整備については、既存施設の有効活用に配慮するとともに、

新設の場合は複合的な施設として整備することを基本とすること。 

(ｶ) 合併特例債の活用については、将来の健全財政に対して十分配慮するとと

もに、長期的視点に立って検討すること。 

４ 財政計画 

 (1)  策定の趣旨 

財政計画は、まちづくり計画に定められた事業を総合的かつ計画的に推進で

きるよう、長期的な見通しに立って行財政の健全な運営を図ることを目的に策

定するものである。 

このため、財政計画は、現行制度を基本とし、まちづくり計画の事業を推進

するに当たって必要となる財源の見通しと、その年次別の重点的・効率的な配

分などを明らかにするものとする。 

 (2)  策定の基本的考え方 

策定にあたっては、合併による歳出の削減効果、合併による市民負担やサー

ビス水準への影響、さらに国及び県による合併に係る財政支援等を反映させて

策定するとともに、まちづくり計画を財政面からも検証することとする。 

５ 方針の施行日 

この方針は、平成  年  月  日から施行する。 


